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1. はじめに 

建築構造物が中・大規模の地震を経験することに

よって，その振動特性が経年変化し，固有振動数は

低下していく様が報告されている 1)．その様子は，長

期にわたる地震観測を行いその記録を観察すること

によって示される．これは，RC 部材の微細なひび割

れなどによるものと考えられる． 

筆者らは，関東地方に実在する超高層 RC 造集合住

宅を対象として，1999 年の竣工以来 16 年に亘って地

震観測を継続しており，構造物の振動特性の変化を

観察してきた 2,3)．その間に，2011 年東北地方太平洋

沖地震をはじめとする，比較的大きな地震による揺

れも経験した． 

筆者らはこれまでに，2011 年東北地方太平洋沖地

震における RC 造超高層集合住宅の地震時応答を詳

細なシミュレーション解析によって再現し，RC 構造

物のひび割れ点を超える応答により，振動特性が変

わる様子を確認している 4,5)．構造物の固有振動数の

変化は，構造ヘルスモニタリングの判定要素として

用いることができると考えられ 6,7)，これを正確にと

らえることは正確な構造物健全性の判定に繋がる． 

本報告では，長期の地震観測記録に基づき，複数

回の地震応答を経験して，超高層 RC 造集合住宅の振

動特性が変化していく様子を示し，さらに観測され

た複数の地震を連続して入力する地震応答シミュ

レーション解析に基づいてその様子を再現し，地震

応答により，順次，剛性低下していく様子を確かめ

られることを検証した． 

2. 検討対象建物の概要 

検討の対象は，実在する地上30階/地下 1階建て（高

さ 95.9M，平面寸法 X:38.4M×Y:32.4M）の RC 造集

合住宅である．図‐1 に建物の概要と地震計の配置を

示す．この建物は，関東平野の比較的軟弱な地盤上

に立地しており，先端深さ 49.7M の杭に支持されて

いる． 

地震計は，建物の屋上階，15 階，地下 1 階および

地盤の GL-2M，GL-25M，GL-52M の合計 6 箇所に設 
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図‐1 建物概要と地震計配置 
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No. 発生日時 震源地 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ  No. 発生日時 震源地 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 

1 1999 年 4 月 8 日 ｳﾗｼﾞｵｽﾄｸ付近 7.3  266 2011 年 3 月 9 日 三陸沖 7.3 

2 1999 年 4 月 25 日 千葉県北東部 4.6  267 2011 年 3 月 10 日 三陸沖 6.4 

3 1999 年 4 月 25 日 茨城県北部 5.2  268 2011 年 3 月 10 日 三陸沖 6.8 

4 1999 年 5 月 13 日 釧路支庁中南部 6.1  269 2011 年 3 月 11 日 三陸沖 9.0 (Mw) 

5 1999 年 6 月 27 日 茨城県南部 4.4  270 2011 年 3 月 11 日 福島県沖 6.8 

6 1999 年 7 月 15 日 茨城県南部 4.8  271 2011 年 3 月 11 日 茨城県沖 5.8 

7 1999 年 8 月 9 日 千葉県北西部 4.6  272 2011 年 3 月 11 日 福島県沖 6.4 

8 1999 年 8 月 11 日 東京湾 4.2  273 2011 年 3 月 11 日 茨城県沖 5.8 

9 1999 年 9 月 13 日 千葉県北西部 5.1  274 2011 年 3 月 11 日 岩手県沖 7.4 

10 1999 年 10 月 16 日 茨城県沖 5.0  275 2011 年 3 月 11 日 茨城県沖 7.7 

11 1999 年 11 月 15 日 宮城県沖 5.7  276 2011 年 3 月 11 日 岩手県沖 6.1 

12 1999 年 12 月 4 日 茨城県沖 5.0  277 2011 年 3 月 11 日 三陸沖 7.5 

13 2000 年 1 月 28 日 根室半島南東沖 6.8  278 2011 年 3 月 11 日 三陸沖 6.8 

14 2000 年 3 月 28 日 父島近海 7.3  279 2011 年 3 月 11 日 茨城県沖 5.5 

15 2000 年 4 月 10 日 茨城県南部 4.9  280 2011 年 3 月 11 日 宮城県沖 5.6 

16 2000 年 5 月 16 日 鹿島灘 4.8  281 2011 年 3 月 11 日 茨城県沖 6.1 

17 2000 年 6 月 3 日 千葉県北東部 5.8  282 2011 年 3 月 11 日 福島県沖 6.7 

18 2000 年 6 月 10 日 東海道沖 6.7  283 2011 年 3 月 11 日 茨城県沖 6.7 

19 2000 年 6 月 29 日 三宅島近海 5.0  284 2011 年 3 月 11 日 福島県沖 6.4 

20 2000 年 6 月 29 日 三宅島近海 5.5  285 2011 年 3 月 11 日 三陸沖 6.4 

21 2000 年 7 月 1 日 福島県沖 5.3  286 2011 年 3 月 11 日 岩手県沖 6.5 

22 2000 年 7 月 1 日 新島・神津島近海 6.1  287 2011 年 3 月 11 日 茨城県沖 6.6 

...（中略）...  288 2011 年 3 月 11 日 茨城県沖 6.7 

181 2005 年 5 月 15 日 栃木県南部 4.8  289 2011 年 3 月 11 日 福島県沖 5.9 

182 2005 年 5 月 19 日 千葉県東方沖 5.4  290 2011 年 3 月 11 日 茨城県沖 5.2 

183 2005 年 6 月 1 日 東京湾 4.1  291 2011 年 3 月 11 日 福島県沖 6.1 

184 2005 年 6 月 1 日 東京湾 3.7  292 2011 年 3 月 11 日 茨城県沖 5.7 

185 2005 年 6 月 1 日 東京湾 4.2  293 2011 年 3 月 11 日 岩手県沖 6.7 

186 2005 年 6 月 2 日 茨城県南部 4.0  ...（中略）... 

187 2005 年 6 月 9 日 千葉県北西部 4.5  435 2013 年 12 月 21 日 茨城県南部 5.2 

188 2005 年 6 月 10 日 千葉県北西部 4.2  436 2013 年 12 月 21 日 千葉県東方沖 5.5 

189 2005 年 6 月 20 日 千葉県北東部 5.6  437 2013 年 12 月 31 日 茨城県北部 5.4 

190 2005 年 7 月 10 日 八丈島東方沖 5.8  438 2014 年 4 月 18 日 茨城県南部 4.7 

191 2005 年 7 月 23 日 千葉県北西部 6.0  439 2014 年 5 月 5 日 伊豆大島近海 6.0 

192 2005 年 7 月 28 日 茨城県南部 5.0  440 2014 年 5 月 13 日 千葉県北西部 4.9 

193 2005 年 8 月 7 日 千葉県北西部 4.7  441 2014 年 6 月 16 日 福島県沖 5.8 

194 2005 年 8 月 8 日 茨城県沖 5.6  442 2014 年 6 月 20 日 千葉県北西部 4.4 

195 2005 年 8 月 16 日 宮城県沖 7.2  443 2014 年 7 月 12 日 福島県沖 7.2 

196 2005 年 8 月 21 日 新潟県中越地方 5.0  444 2014 年 7 月 19 日 茨城県南部 4.2 

197 2005 年 8 月 24 日 三陸沖 5.9  445 2014 年 8 月 24 日 茨城県南部 4.3 

198 2005 年 8 月 31 日 三陸沖 6.3  446 2014 年 9 月 16 日 茨城県南部 5.6 

199 2005 年 9 月 9 日 千葉県東方沖 4.9  447 2014 年 11 月 22 日 長野県北部 6.7 

200 2005 年 9 月 20 日 千葉県北西部 4.3  448 2014 年 12 月 20 日 福島県沖 6.0 

201 2005 年 10 月 1 日 千葉県北西部 3.9  449 2014 年 12 月 25 日 茨城県南部 4.0 

...（中略）...  （全 449 波） 

表‐1 地震観測記録一覧（一部省略） 
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置してある．ここでは，ほぼ南北方向にあたる構造

軸方向を X 方向（北を正とする）とし，東西方向に

あたる構造軸方向を Y 方向（西を正とする）とする．

2011 年東北地方太平洋沖地震の際には，地盤の

GL-2M と GL-25M の地震計は故障により欠測中で

あったが，2012 年 3 月に復旧工事を行い，全観測点

での地震観測を再開して現在に至る． 

この建物では，1999 年 3 月の竣工直後から地震観

測を行っており，2014 年末までに 447 の地震記録が

得られている．代表的な地震観測記録を表‐1 に示す． 

 

3. 地震観測記録に基づく固有振動数の変化 

3.1 経時変化 

図‐2 に地震観測記録および常時微動測定結果か

ら求めた固有振動数の経時変化を示す．固有振動数

は，フーリエスペクトル比のピークサーチによって

求めた． 

竣工時の常時微動測定結果（1999年 3月 11日実施）

から推定された固有振動数は X 方向で 0.74Hz，Y 方

向で 0.68Hz であった．初期の小規模地震（2000 年 4

月 10 日発生・茨城県南部・M4.9）の観測記録から推

定した固有振動数は，X 方向で 0.71Hz，Y 方向では

0.65Hz である． 

その後，時間が経つにつれて徐々に固有振動数が

低下していくが，2005 年 7 月 23 日に発生した千葉県

北西部地震・M6.0 では特に著しく固有振動数が低下

している様子が見られる．このとき，最大で 220cm/s2

の（屋上階・Y 方向）の応答が観測されている．固

有振動数は X 方向で 0.62Hz（初期比 14%減），Y 方

向で 0.52Hz（同 22%減）でまで低下している．なお，

地震観測記録から推定される構造物の固有振動数に

は振幅依存性があるため（振幅依存性については後

述する），以後の地震ではこの地震における固有振動

数よりも振動数は高く，次の地震（2005 年 7 月 28

日発生・茨城県南部・M5.0）では，X 方向で 0.67Hz，

Y 方向で 0.58Hz である． 

ここから 2011 年までは固有振動数の変化があまり

見られないが，2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方

太平洋沖地震において，再度大きく固有振動数が低

下した．このとき，最大応答は 304cm/s2（屋上階・Y

方向）で，固有振動数は X 方向で 0.46Hz（初期比 36%

減），Y 方向で 0.43Hz（同 36%減）となった． 

これより，大きな地震による応答の結果，固有振

動数が低下すると，その後固有振動数が元の値に戻

ることはなく，再度大きな地震を受けるとさらに固

有振動数が低下する様子が観察される． 

2011 年東北地方太平洋沖地震後から約 1 年後の

2012年 3月 10日に測定した常時微動測定の結果から

求めた固有振動数は X 方向で 0.54Hz，Y 方向では

0.52Hz で，さらに 2014 年 11 月 29 日に測定した常時

微動測定でも X 方向で 0.56Hz，Y 方向で 0.52Hz であ

る．常時微動測定結果による固有振動数の低下率はX

方向で 24～27%，Y 方向で 24%と地震時と比べると

若干小さいが，地震によって固有振動数が低下する

現象と，それが元に戻ることはないという事象は地

震記録と共通している． 

 

3.2 振幅依存性 

固有振動数の振幅依存性を確認するため，屋上階

の観測記録から求めた加速度 RMS 値（記録の全区間

から算出）と固有振動数の関係を図‐3 に示す．ここ

では，大きな地震を受けたことによる固有振動数の

低下を考慮し，2005 年千葉県北西部地震と 2011 年東

北地方太平洋沖地震を境として記号を変えた． 
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図‐3 加速度 RMS値と固有振動数の関係 
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X 方向，Y 方向ともに応答振幅（加速度 RMS 値）

が大きくなるほど，固有振動数が低下する現象が明

確に見られる．大きな地震を受けたことにより固有

振動数が低下した後も，その固有振動数が低下した

状態で振幅依存性を示し，再度大きな地震を受けて

固有振動数が低下した際にもまた，その固有振動数

周辺において振幅依存性を示す．ただし大きな地震

により固有振動数が低下した後には，振幅－固有振

動数関係の水準は，元の固有振動数周辺の振幅－固

有振動数関係の水準と交わることはなく，一度低下

した固有振動数は元には戻らないことを示している． 

なお，振幅－固有振動数関係の傾きは，固有振動

数が低下するほどに大きくなっているが，この原因

についての究明は今後の課題とする． 

 

4. シミュレーション解析 

4.1 解析モデル 

前章で述べた，建物が地震を経験することによっ

て，その固有振動数が低下していく様子をシミュ

レーション解析によって確かめる． 

解析モデルは，せん断を剛性逓減型トリリニア（武

田型）で弾塑性を考慮した 31 質点の曲げせん断棒モ

デルとし，さらにロッキングを考慮する回転ばねを

モデル化する．上部構造モデルは，シミュレーショ

ン解析の初期（線形域）で，実際の振動特性と解析

モデルの振動特性を合わせるため，設計時の応答解

析モデルの初期剛性を 1.4 倍した．ロッキングばねは

PS 検層結果をもとに，地震観測記録に基づく地盤の

伝達関数を再現できるように微調整した地盤物性を

用いて，薄層法によって求めた線形のばね･ダッシュ

ポットとする．減衰は Rayleign 型減衰とし，1 次･2

次モードともに 1%とした． 

 

4.2 対象とする地震 

シミュレーション解析では表‐2 に示す，固有振動

数が低下する各ステップの代表的な 12個の地震波を

つなげた波形を入力し，前の地震による振動特性の

変化をそのまま引き継ぎ，応答解析する．地震波形

のつなぎ目は，40 秒間のインターバルをとることに

より，前の地震による応答が十分におさまるのを

待ってから次の地震波が入力する設定とした．図 4

に入力に用いた時刻歴加速度波形を示す．入力は，

No.4 や No.6 のように，非常に入力振幅の小さいもの

も含めたため，図 4 には振幅を対数軸で示した波形

も併せて示した． 

 

4.3 シミュレーション解析結果 

シミュレーション解析結果を代表して，地震 No.1

における時刻歴加速度波形を図‐5 に示す．｛（屋上階）

/（地下 1 階）｝のフーリエスペクトル比は図‐6 に，

その時の 10階における層間変位－層せん断力の関係

を図‐7 に示す．これらは，12 波のうちの代表とし

て，地震 No.1, 5, 9, 10 の 4 地震のものを示した．さ

らに，解析結果から得られた固有振動数の経時変化

を図‐8 に示す．No.1 の地震において，X 方向は，

加速度波形においても応答を非常によく再現できて

いる．Y 方向の加速度波形はシミュレーション結果

が過大であるが，周波数特性は再現できており，初

期モデルは概ね正しいことが示された．このとき， 

 

No. 発生日時 震源地 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 

1 2000 年 4 月 10 日 茨城県南部 4.9 

2 2003 年 9 月 20 日 千葉県東方沖 5.5 

3 2004 年 10 月 23 日 新潟県中越地方 6.5 

4 2005 年 3 月 12 日 釧路支庁中南部 5.1 

5 2005 年 7 月 23 日 千葉県北西部 6.0 

6 2005 年 12 月 28 日 千葉県北西部 4.1 

7 2007 年 7 月 16 日 新潟県中越沖 6.8 

8 2011 年 3 月 9 日 三陸沖 7.3 

9 2011 年 3 月 11 日 三陸沖 9.0 (Mw) 

10 2011 年 4 月 7 日 宮城県沖 7.1 

11 2011 年 4 月 12 日 千葉県東方沖 6.4 

12 2012 年 3 月 8 日 茨城県南部 4.2 

表‐2 シミュレーションの入力地震 
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図‐4 入力の時刻歴加速度波形 
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図‐7 層間変位と層せん断力の関係（履歴ループ） 

図‐8 固有振動数の経時変化（シミュレーション解析） 
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固有振動数は X 方向で 0.72Hz，Y 方向で 0.65Hz であ

る．地震 No.1 から No.4 の間に，観測記録では若干

固有振動数が低下しているが，解析上は線形領域と

なり固有振動数の変化はなく，小地震の経験による

固有振動数の低下をシミュレーションでは再現でき

ない．層間変位－層せん断力関係は No.1 地震のもの

と同様，直線になる． 

地震 No.5（2005 年千葉県北西部地震）では，ひび

割れ点を超える応答となり，固有振動数の低下が再

現されている．Y 方向の方が固有振動数の低下率が

大きい点も再現できており，X 方向 0.62Hz（初期比

14%減），Y 方向 0.52Hz（同 21%減）となった．層間

変位－層せん断力関係もひび割れ点を超えて非線形

領域に入り，履歴モデルに従ったループを描き，見

かけの傾きが低下している． 

その後，観測記録では地震 No.9（2011 年東北地方

太平洋沖地震）の前までは，振幅依存性によるもの

と思われる固有振動数の推定値のばらつきはあるも

のの，固有振動数はほぼ一定である．シミュレーショ

ン解析上でも No.5で一度低下した固有振動数のまま

で特性が変わらない． 

地震 No.9 では，No.5 での最大応答を超えて非線形

化が進展し（但し，第二折れ点には至っていない），

再び固有振動数が低下して X 方向で 0.54Hz（初期比

25%減），Y 方向 0.47Hz（同 28%減）となった．履歴

ループは地震 No.5 よりも幅が増し，見かけの傾きが

低下している． 

それ以後，地震 No.10～12 では No.9 の最大応答を

超えず，No.9 と同等の固有振動数となっている．ま

た，地震 No.10 における履歴ループは，剛性低減型

トリリニア（武田型）のルールに従い，若干の非線

形性を示しているが，ループは非常に細く，ほぼ線

形に近い． 

図‐9 に，図‐3 と同様に加速度 RMS 値と固有振

動数の関係を示すが，シミュレーション解析では，

固有振動数の振幅依存性は再現できない．武田型の

履歴ルールでは，上，ひび割れ点を超えた後は最大

点と反対側のひび割れ点を結ぶ除荷剛性で戻り，荷

重ゼロ点からは最大点を指向するため，ひび割れ点

を超える瞬間，あるいは再度最大点を超える瞬間を

除いて，あまりループが幅を持たない．そのため，

一度ひび割れ点を超えて非線形の応答に移行した後

も，振幅が小さければ見かけの剛性がほとんど変化

せず，振幅依存性を示さない．固有振動数は振幅依

存性により，観測記録では大きいところでは 1 割以

上の変化があるが，シミュレーション解析ではこれ

を再現できないため，小振幅域での実測とシミュ

レーション解析の乖離の原因となる． 

なお，本検討では 1 次の固有振動数のみを対象と

したが，高次モードでのフーリエスペクトル比の再

現性は十分でなく，剛性バランスの再検討（たとえ

ばせん断と曲げの剛性の比や，曲げ非線形の考慮な

ど）は今後の課題とする． 

 

5. まとめ 

長期にわたる地震観測の記録から，地震を経験す

ることにより構造物の固有振動数が低下する現象が

確認された．検討の対象とした建物では，2005 年千

葉県北西部地震と 2011 年東北地方太平洋沖地震の 2

回大きく固有振動数が低下し，この傾向を 12 波の地

震観測記録を連続的に入力するシミュレーション解

析によって再現し，検証した． 

また，固有振動数は振幅依存性を持ち，地震を経

験することによって固有振動数が低下すると，低下

した振動数付近において再度，振幅依存性を示すこ

とが観測記録から確認できた．しかし，剛性低減型

トリリニア（武田型）によるシミュレーション解析

では振幅依存性を再現できず，小振幅域での実測と

シミュレーション解析の乖離の原因となっているこ

とがわかった． 
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図‐9 加速度 RMS値と固有振動数の関係（シミュレーション解析） 
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